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必ずお読みください                    2018.11.09 

 

 以下の留意事項を正しくご理解いただいたうえで、従事期間証明書を作成し

てください。 

 

１．従事した内容について 

証明書には、労働社会保険諸法令関係事務に従事した期間のみを記載してく

ださい（下記の事務の全てに従事していなくてもよいですが、複数の事務に従

事していることが望ましい）。 

【労働社会保険諸法令関係事務の具体例】 

 ・雇用保険、健康保険、厚生年金保険の被保険者資格取得・喪失届に関する

事務 

 ・健康保険、厚生年金保険の被保険者報酬月額算定基礎届・月額変更届に関

する事務 

 ・雇用保険被保険者離職証明書の作成 

 ・労働保険の概算・確定保険料の申告・納付に関する事務 

 ・就業規則（変更）届に関する事務 

 ・時間外労働・休日労働に関する協定届の作成 

 ・労働者名簿の調製 

 ※ 給与計算事務は、労働社会保険諸法令関係事務に該当しません。また、

休職期間は、従事期間に含まれません。 

なお、上記以外の事務を記載する場合は、あらかじめ都道府県社会保険 

労務士会または連合会へお問い合わせください。 

 

２．複数の事業所に勤務している場合 

  従事期間が複数の事業所に亘っている場合は、事業所ごとに証明書を作成

してください。 

 

３．加入している労働社会保険の種類 

（１）公務員としての従事期間を記載する場合は、「加入している労働社会保険

の種類」欄の記載は不要です。 

（２）労働社会保険に加入していない場合やパート等の短時間労働者の場合で

あっても、週２０時間以上の勤務を満たしていれば、従事期間として認め

られています。 
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４．証明書の有効期限 

証明書の証明日付には、有効期限を設けておりません。 

 

５．証明書の証明者 

（１）原則、勤務先の事業主（任命権者または雇用主）となります。 

※１．事業所が合併した場合は、合併後の事業主 

※２．事業所が倒産した場合は、当時の事業主または役員、上司もしくは同

僚２名以上（証明者ごとに①署名捺印、②当時の事業所名および役職、③

電話番号を必ず記載してください。） 

※３．出向している場合は、出向先の事業主 

（２）登録申請者自身が法人等の代表者（または個人事業主）の場合は、他の

役員（個人事業主の場合は従業員）２名以上の証明が必要となります。 

※ 証明者は連名で構いません（上記５の※２も同じ）。 

 

６．その他 

昭和 56 年以前の社会保険労務士試験合格者（主務大臣認定等を含む。）及

び全国社会保険労務士会連合会が実施する「労働社会保険諸法令事務指定講習」

の受講修了者は、従事期間証明書の提出が不要です。 

また、過去に登録されていた方は、あらためて登録する際、従事期間証明書

の提出が必要となります。 


